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わが国における産業別法人税負担の分析
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三　好　ゆ　う

　わが国の法人税の構造は，一連の改革によって根本的に変化した。法人税の改編は89－90年，

98－99年，2000年初頭の３次に分けて行われ，その主な特徴は大幅な税率引き下げと課税ベース

の拡大，連結法人税の導入などである。この背景には，80年代から90年代にかけて経済のグロー

バル化か急速に進展したこと，この影響の下に産業構造や企業構造，会計システムなど経済のあ

らゆる部面が大きく変貌したことがある。こうした改編により，法人税の負担水準および負担配

分は変動するとともに，この変化は企業規模ならびに業種間において異なると考えられる。

　筆者は前稿で, 1980年から2004年までの25年間について，法人全体を対象に企業規模別の負担

水準および負担配分を分析し万万本稿では，この期間における法人税の産業別負担水準および負

担配分を分析し，法人税改革の意義を解明することを課題とする。この分析は，法人税改革と産

業構造の変化との関わりを析出することになる。具体的には，第１に主要産業の動向を概観し

たうえで，法人税の負担配分を明らかにする。第２に産業ごとに企業規模別の税負担を分析し，

税負担格差の実態を浮き彫りにする。

　近年，業種間における法人税制の中立性など業種間の法人税負担配分について，いくっかの優

れた研究がある。その多くは，税制の投資への影響または資金調達の観点から税負担の度合いを
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考察したものであり，特別償却，引当金，準備金などの利用割合から実質税負担の検証がなされ

たものがほとんどである。また，これらの研究では対象業種が限定されており，かつ，単年度の

みの分析となっている。特定年度における法人税改革の効果を検証するうえでは有効的であるが，

法人税の特徴付けとするにはやや説得力に欠けると思われる。先行研究において，90年代を通じ

て行われた一連の法人税改革による税負担への影響について，十分な検討がなされているとはい

い難いｏ

本稿における研究は，これまでの研究の限界を克服することになる。

１

先行研究の限界と研究の方法

　法人税に関する議論の中で，税負担率の問題は最大の争点である。とりわけ80年代以降，経済

のグローバル化か進展し海外直接投資が飛躍的に増加し続ける中で，わが国産業における国際競

争力の強化や企業活力の維持・向上の観点から，法人税の負担率のあり方に注目が高まった。租

税が経営活動のｍ害要因になってはならない。法人税負担の実態を産業別ならびに企業規模別に

精査することは，法人税研究において重要な意味を持つ。

　大蔵省は，法人３税（国税の法人税，地方税の法人事業税，法人住民税）を合計した税率水準を

「実効税率」とし，これについて国際水準並みに引き下げることを目標にした。これの実行とし

て，国税の法人税率について1989年から1990年にかけて42％から37.5%へ，さらに1998年から

1999年にかけて30％へと大幅な引き下げが行われている。しかしながらこれは税法上で規定され

た税率であり，表面的なものであるため実質の税負担率とは一致しない。 1996年11月の税制調査

会による『法人課税小委員会報告』では，「いわゆる『実効税率』は，課税ベースを所与のもの

としており，『実質的な税負担』の比較を行うためには適当な指標とは言えなご☆と指摘してい

る。大蔵省の実効税率に対し，日本経済団体連合会は，税引前所得に対する法人所得課税の割合

である「実質税負担率」を用いて国際比較することを主張した。しかし「実効税率」や「実質税

負担率」は，わが国全体を一として捉えているため，税負担の実態を正確に表す数値であるとは

いい難い。引当金や準備金，租税特別措置の利用割合は業種や企業規模で差があるため，企業の

経営活動の多権帥こ応じて課税ベースにも差異が生じる。また企業規模や所得金額により適用さ

れる税率が異なるため，産業別，企業規模別で税負担率に格差があると考えられる。国内外を問

わず企業活動の洽欧化や投資意欲の推進を望むのであれば，法人税の負担率については必然的に

法人分類を細分化した分析が必要となる。

　80年代以降における産業別法人税負担分析の代表的なものの１つに，戸谷裕之氏の『日本型企

業課税の分析と改革』（中央経済社, 1994年，第２章）がある。そこでは，次のような分析がなされ

ている。『税務統計から見た法人企業の実態』（国税庁）の1980年と1983年のデータに基づいて，

「引当金や準備金を利用する程度は企業ごとに差があり，法人企業の実質的な税負担率をいう場

合，何を分母に置くかでそれは全く異なった数値となぶｻにとを念頭に，課税ベースについて３

つのケースを想定して負担率を計測した。ケース１は現ﾊﾟﾚ）課税所得を分母とした場合，ケース

２は租税特別措置である特別償却と準備金を含めたものを分母とした場合，ケース３は租税特別
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措置に加えて各種引当金を含めた場合である。計測の結果，「税負担の高い産業は，出版印刷，

運輸通信，食料品などである。全産業を通じてケース１とケース２についてはあまり差がみられ

ない。ケース３で負担率が他のケースよりも大きく下がる産業，すなわち引当金の利用度の高い

産業は，繊維，化学，機械，サービス等であり，反対にケース３でもそれほど負担率が下がらな

い産業は，農林水産，鉱業，出版印刷，卸売，不動産等であぷｻ」ことが示されている。また1980

年から1983年にかけての税率引き上げや特別措置の合理化に対し，年度回比較により「企業は引

当金等への繰入れを多くし，実質的な負担増に抵抗してきた」ことがうかがえるとしている。分

析対象が全業種となっており，産業間格差を明確に表している。計測方法は今日においても有効

であり，学ぶところが多い。 80年代前半における産業別税負担の分析としてきわめて有意義なも

のであるが，今日的視点からみて不十分さがあることは否めない。

　林田吉恵氏は「わが国法人税負担の産業別・企業別分析一日経財務データを用いたケース・ス

タディー」（『関西学院経済学研究』第35号, 2004年）で, 1998年度の引当金についての制度変更が税

負担に及ぼす影響，ならびに業種間の税負担率格差に影響を与えた要因，および税制改正による

業種別税負担率の変化の要因について検討する。「日経財務データ」を用いて, 1997年度と2001

年度における税負担率を業種ごとに推計しており，取り上げる業種は石油・鉱業，建設，電力・

ガス，海運・空運・倉庫・運輸，商社・小売，その他金融，不動産，サービス，製造の９っであ

る。赤字法人は除外される。税負担格差の要因分析については，「『経済的所得』→『課税ベース』

→『税額』に至るまでの過程のどこかに業種間格差の要因があぷｹ」と考察し，税負担率（＝税額

／経済的所得）を引当金比率，税引前利益と繰越欠損金控除前所得金額との関係，繰越欠損金率，

実効税率，税額控除率の５つの要因に分解して，それぞれ検証している。その結果，「企業規模

と税負担率の関係は薄れた。・･･1998年度税制改正での『引当金』の廃止と縮減のよる課税ベース

の拡大によって中立性については改善されたといえjど］」ものの，［業種間および業種内企業間に

おいて，税負担率格差が小さくはならなかっﾊﾞ］」ことが示されている。その理由は，引当金の利

用状況における業種間格差がそれほど大きくなかったことによる。分析はきわめて細緻であり，

その成果は大きい。 1998年度税制改正の効果を明瞭に表しており，業種間の税負担格差ならびに

その要因についてもっともよく掘り下げて分析した研究である。しかしながら，法人税の変化は

90年代を通じて起こったにもかかわらず，その動向は研究されていない。

　本稿では優れた先行研究に学びつつ，法人税負担の特徴について産業別に詳細に分析する。分

析するにあたり，基づくデータは『税務統計から見た法人企業の実態』（国税庁）とする。したが

って業種分類はこれに従う9ﾑ分析の対象とするのは，経済規模の大きい機械工業，化学工業，建

設業，不動産業，運輸通信公益事業，金融保険業の６業種である。これに製造業として繊維工業，

化学工業，鉄鋼金属工業，機械工業，食料品製造業，出版印刷業，その他の製造業を合計したも

のを加え，計７業種とする。

　税負担格差の所在をより明らかにするために産業ごとに企業規模別で分析を行う。企業規模

については，次の５つに類型化する。資本金1,000万円未満の零細法人，資本金1,000万円以上～

１億円未満の中小法人，資本金１億円以上～10億円未満の中堅法人，資本金10億円以上の大法人，

資本金100億円以上の巨大法人である。本稿では三好（2006）の企業規模別税負担に関する分析

結果を踏まえ，この四半世紀でもっとも高い負担にある資本金5,000万円以上～１億円未満の法
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人ならびに資本金１億円以上～５億円未満の法人と，もっとも負担が軽い巨大法人を取り上げ，

比較検討する。

　90年代における法人税の変化は，80年代との対比において明らかとなる。したがって分析の対

象期間は, 1980年から2004年にかけての25年間とする。この間，法人税制の変革は税制全体の抜

本的改革に基づいて３段階で行われているが，本稿では次のように区切って各段階の特徴付けを

行う。第１段階が1989年から1990年（以下，89－90年改革という），第２段階が1998年から1999年

（以下，98－99年改革とい引，第３段階が2000年から2002年である。また，各段階における改革の

主な内容は，次の通りである。第１段階では，税率が42％から37.5%へと引き下げられ，支払配

当軽課措置は廃止となった。第２段階では，「課税ベースの拡大と税率の引き下げ」を改革の基

本方針とし，課税ベースと税率の両面で大幅な見直しがなされた。具体的には①引当金の廃止，

②建物の減価償却方法における選択制の抑制，③役員報酬の損金算入の適正化，④租税特別措置

法ならびに非課税等特別措置法の整理・合理化，③税率の引き下げ(37.5%→34.5%→30％）など

である。第３段階では，企業の柔軟な組織再編に対応可能な法人税制を構築することを改革の目

的とし，企業組織再編税制や連結法人税が導入された。

　以上より，税率引き下げ効果などを考慮し，産業ごとの企業規模別税負担を分析していく際は

1980年, 1982年, 1988年, 1991年, 1998年，2001年を取り上げる。

２。主要産業の地位と産業構造

２－１　法人数と営業収入金額の動向

この四半世紀，日本経済における主要産業の地位をみるために法人数および営業収入金額の

推移を跡付ける。この２つの指標には，産業構造や主要産業の動向か明瞭に表れる。

　1980年以降，わが国の法人企業（以下，単に法人と呼ぶ）の数は，大幅に増大した。 1980年の法

　10）人数は144.9万社（指数100), 1990年207.8万社（指数143), 2004年257.2万社（指数177)であり，

約1.8倍の増加となっている。

　次に，業種別にその構成の変化についてみていく。法人数では，製造業，建設業が圧倒的に多

い。両者は80年代から90年代半ばにかけて順調にその数を伸ばしたものの（80年製造業33.9万社，

建設業20.2万社，95年44.4万社, 41.8万社），2000年以降は逓減的となっている（04年39.8万社, 43.7

万社）。次いで法人数が多いのは不動産業で，前者２者と異なり，その数は増加し続けている（80

年11.2万社，95年23.3万社，04年26.0万社）。全体に占めるウエイトでみると，製造業が1980年23.5

%, 1995年18.5%, 2004年15.5%へと大きく低下してきているのに対し，建設業は1980年14.0%,

1995年17.4%, 2004年17.0%,不動産業が1980年7.7%, 1995年9.7%, 2004年10.1％と上昇傾向

にある。法人数の伸び率にもこの傾向はみてとれる。建設業，不動産業が25年間で２倍以上の増

加となっているのに対し，製造業は約1．2倍に過ぎず，産業全体の平均伸び率1.7倍よりも小さい。

その他４業種の法人数は，この25年間で逓増している。全体に占めるウエイトについてはほとん

ど変化がなく，機械工業が４％前後（o4年9.2万社, 3.6%),運輸通信公益事業が３％前後（o4年

8.3万社, 3.2%),化学工業が２％前後（04年3.9万社, 1.5%),金融保険業が1.5%前後（04年3.9万

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（281）



126 立命館経済学（第56巻・第２号）

社, 1.5%)となっている。（図表１，参照）

　産業の経済規模をみるために営業収入金額の動向を概観する。全産業合計では, 1980年

762.1兆円（指数100）あり，その後は増加の一途を辿って1990年1,403.9兆円（指数188)に達して

いる。 90年代以降はほぼ横ぽいとなり, 2004年1,449.4兆円（指数190）となっている。

　業種別にみると，80年代前半は機械工業，化学工業，建設業の金額およびウエイトが高いもの

の，80年代半ば以降は機械工業，建設業が飛躍的な増加を見せる一方で，化学工業は若干低下し

ている。 90年代では機械工業，建設業が圧倒的に高く，他の業種においてはほぼ横ぽいとなって

いる。 90年代の特徴は，収入金額の階級ならびに全体に占める割合について，明確に３つのグル

ープに分けられる点である。機械工業，建設業が150兆円前後で全体の10％程度，化学工業，運

輸通信公益事業，金融保険業が70～100兆円で５％前後，不動産業が２％程度となっており，業

種回で一定の開きがみられる。 2000年以降はそれらの階級別グループが分散化し，業種回におけ

る格差の幅は均一化している。 2004年は，上位から機械工業(152.4兆円，全体の10.5％），建設業

(118.9兆円, 8.2%),運輸通信公益事業(94.7兆円, 6.5%),化学工業（70.8兆円, 4.9%),金融保険

業（60.7兆円, 4.2%),不動産業(53.1兆円, 3.7%)となっている。（図表２，参照）

　２－２　利益計上法人数と調査所得金額の動向

　本稿は，業種別税負担の実態を明らかにすることを目的とする。それには，法人税負担配分に

おける産業構造から把握する必要がある。法人税において実際に税を納めているのは利益計上法

人であり，欠損法人は当該年度の納税額がゼロとなるため税負担が発生しない。また，営業収入

金額はその産業の活動規模を示すものの１っではあるが，法人税の課税ベースとなるのは課税所

得である。よって法人税における産業構造をみるためには，利益計上法人数ならびに調査所得金

額の動向を整理しなければならない。

　利益計上法人数ならびにその割合については，次のような特徴がある。産業全体では，80年代

45～50％程度，90年代前半37～50％程度，90年代後半以降は30～35％程度となっており，低下傾

向にある。

　業種別にみてみると，この25年間を通して建設業，化学工業の利益計上法人割合は高く，不動

産業，金融保険業は比較的低い。機械工業は80年代前半と90年代前半に大きく落ち込んでおり，

その動向は激しくきわめて不安定である。

　利益計上法人の割合は，景気に大きく左右される。バブル期は全ての業種で上昇しているもの

の，バブル崩壊後は全業種で大幅に低下している。 80年代後半から90年代前半にかけてこの割合

の格差が広がっていることから，バブル経済が与えた影響の度合いが業種間で大きく異なること

がみてとれる。（図表３，参照）

　調査所得金額の動向については，次のことがいえる。産業全体における金額は, 1980年22.3兆

円（指数100）あり, 1990年50.3兆円（指数226)を頂点に2004年38.6兆円（指数173)と減少して

いる。

　業種別では，80年代は機械工業と金融保険業の金額ならびにウエイトがもっとも高く，不動産

業がもっとも小さい。とりわけ80年代後半は建設業の伸び率がきわめて大きく，90年代前半は機

械工業，金融保険業に建設業を加えた３者が高い地位にある。 90年代半ば頃まで全業種で減少傾

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（282）
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-一全製造業

一機械工業

--一化学工業

４‥建設業

一乗一不動産業

-ｏ一一運輸通信公益事業

→一金融保険業

→一全製造業

--一機械工業

-←･ｲﾋ学工業

４一一建設業

-ｌ･一不動産業

-ｏ･一運輸通信公益事業

→一金融保険業

　　　　　　　　　　　　　全　製　造　業　　　　　　　　　

建　設業　　不動産業　　弐柿jl信　　　金融保険業　　合　　　計

　区分　　　　　　　　　　うち機械工業　うち化学工業　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム益事業

　　　　　　　　　一一一一一一---　　　　　　　-----一一一一　　　　　　　一一一一一一一一一　　　　　　　------一一-　　　　　　　一一-一一一一一一　　　　　　　-一一------　　　　　　　-一一一一一一一一　　　　　　　一一一---一一-

　　　　　法人数付旨数　法人数付旨数　法人数付旨数　法人数付旨数　法人数付旨数　法人数付旨数　法人数付旨数　法人数付旨数

　　　　　　　（社ﾊﾟ　　　（社犬　　　（社ﾊﾟ　　　（社ﾊﾟ　　　（社ﾊﾟ　　　（社ﾊﾟ　　　（社ﾊﾟ　　　　（社y

諧佐ぐ辻次　100　脂宍　100　3妄言　100　言言　100　1万端　100　5言俄　100　万端　100 1付設　100

諧佐四辻言　107　回言　117　3妄言　106　2性器レL1州性言　125　回覧　:no　刊覧　116 1付設　:L:L5

ぷ佐ぐ辻端　123　9口器　:L51　七賢　:［L5　万言レL6ソoか端　182　%言　:L28　27皿卜L49プ諧賢　:L43

諧佐ぐ計器　13:L　回覧　164　4ﾔ訟　12］ノ見言　20ソ3よ端　208　7昌ぷ　:150　37言　166ザ

ぷ佐ぐ辻鴇レL28　1判覧　171　ｻ特　ｕ4　4辻端　227　寸尺　219　8言言　160　帽混　173 2大蒜　175

ぷ佐ぐ昌覧　117　9言言　154　3ﾏｽﾞ　108　言言　216　常詰　233　回覧　159　37言　203千言レ77

（注) 2004年度の合計には，連結法人の分(294社）は除かれる。

（出所）『税務統計から見た法人企業の実態』各年分より筆者作成。
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　図表２　営業収入金額の動向
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（注）１．営業収人金額は，利益計上法人ならびに欠損法人をあわせたものである。

　　　2. 2004年度の合計には，連結法人の分（約6,680.4百億円）は除かれる。

　（出所）『税務統計から見た法人企業の実態』各年分より筆者作成。
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図表３ 利益計上法人数の動向
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（注）2004年度の合計には，連結法人の分（法人数294社，利益計上法人数75社）は除かれる。

（出所）『税務統計から見た法人企業の実態』各年分より筆者作成。
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　図表４　調査所得金額の動向
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80年 85年 90年 95年 00年

一機械工業

--づﾋ学工業

-・-･建設業

-ｘ一不動産業

-ｏ一運輸通信公益事業

-←金融保険業

-－一機械工業

---づﾋ学工業

-・-一建設業

－●-･不動産業

一心一運輸通信公益事業

-＋一金融保険業

　　　　　　　　　　　　全　製　造　業　　　　　　　　　

建　設業　　不動産業　　豊蒜　金融保険業　　合　　　計

　区分　　　　　　　　　　うち機械工業　うち化学工業　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぶ

　　　　　金額吋旨数金額吋旨数金額吋旨数金額丿旨数金額付旨数金額吋旨数金額付旨数金額吋旨数

　　　　　（百億円パ　　　（百億円ﾊﾟ　　　（百億円ﾊﾟ　　　（百億円ﾊﾟ　　　（百億円ﾊﾟ　　　（百億円ﾊﾟ　　　（百億円パ　　　（百億円パ

　80年　1,017.9:　　　　357.レ　　　　243.5 :　　　　149.8 :　　　　　62.0 :　　　　　95.3 :　　　　216.9:　　　2,233.0:

（構成比) 45.6%　100　　16.0％　100　　10.9％　T00　　　6丿％　100　　　2.8%　T00　　　4.3%　100　　　9.7%　T00　　　100％　100

　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　1

　85年　l,303.(ﾊﾟ　　　　598.ノ　　　　266.8 1　　　　167 cﾊﾟ　　　　　86.（√　　　　253.5 :　　　　414.5　　　　3,028.6 :

（構成比) 43.0%∩28　19.8% 1　168　　8.8%∩10　　5.5% 1　112　　2.9%∩40　　8.4% 1　266　13.7%∩91　　100％736

　90年　1,785玉　　　707よ　　　366玉　　　492謳　　　239よ　　　392ソ　　　821.8 1　　5,038.1 i

（構成比) 35.4% 1　175　14よ（　198　　7.3夕（　T51　　9.89副　328　　4グ（　386　　7.8% 1　412　16.3夕（　379　　1009副　226

　95年　1,077よ　　　390丿　　　285丿　　　402よ　　　］.o5ソ　　　303よ　　　272よ　　　3,163示

（構成比) 34.1%　］.06　　12.3%　109　　　9.0％　117　　12.7%　269　　　3.3%　170　　　9.6%　319　　　8.6%　126　　　100％　142

　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　1

　00年　1,277謳　　　490

ｙ　　　

348よ　　　210.0 '■　　　123謳　　　409.41丿　　　374よ　　3,682よ

（構成比）34よ（　125　13.3%べ　137　　9夕（　143　　5.7% 1　140　　3ぷ（　198　　1.1% 1　430　10.2% 1　173　　1009ド　165

　04年　1,357」づ　　　　601.9
1　　　　359.［ﾊﾟ　　　　188jﾊﾟ　　　　］L80.7

:　　　　544.5 :　　　　249. (ﾊﾟ　　　3,864.2 i

（構成比) 35.1%　133　　15.6%　169　　　9.3%　T47　　　4.9%　126　　4.7%　291　　14∠L％　572　　　6.4%　115　　　100％　173

　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　1

（注）１．数値は利益計上法人のみの調査所得金額である。

　　　2. 2004年度の合計には，連結法人の分（約30.8百億円）は除かれる。

（出所）『税務統計から見た法人企業の実態』各年分より筆者作成。
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向にあったものの，90年代後半は業種間で増減にバラツキがみられる。 2000年以降はとりわけ運

輸通信公益事業の増加が目立っており，90年代を通じて約1.5兆円も増大している。 2004年では

機械工業，運輸通信公益事業が全体の15％前後で比較的に高く，化学工業が９％台，不動産業，

建設業，金融保険業が５％程度と低い地位にある。（図表４，参照）

　２－３　産業構造の変化

　わが国における産業構造の特徴とその変化は，法人数，営業収入金額，利益計上法人数，調査

所得金額の動向からうかがえる。

　法人数ならびに利益計上法人数をみると，80年代から現在にかけて，産業全体では建設業と不

動産業が他の業種に比べて圧倒的に多く，全体に占めるウエイトもきわめて高い。両者の法人数

はとりわけ80年代後半から大きく伸び始め，その後も逓増的といえる(建設業は85年24.1万社で全

体の14.6%, 95年41.8万社で17.4%, 04年43.7万社で17.0%,不動産業は85年礼O万社で8.4%, 95年23.3

万社で9.7%, 04年26.0万社で10.1％)。しかし利益計上法人数をみると，不動産業が増加傾向にあ

るのに対し，建設業については1990年頃を境に大きく減少している(建設業は85年11.5万社，90年

22.1万社，04年16.0万社，不動産業は85年6.0万社，90年8.9万社，04年9.3万社)。また80年代に法人数，

そのウエイト，利益計上法人数の指標においてもっとも高い地位にあった製造業が，90年代以降

は一貫して低下しており，90年代後半からは建設業にその地位を譲っている(製造業，85年21.9%,

95年18.5%, 04年15.5%)。

　業種別にその経済規模をみると，営業収入金額においては機械工業がもっとも高く，次いで建

設業となっており，両者は90年代以降に大きく成長している(機械工業は85年106.8兆円で全体の

10.8％，04年152.4兆円で10.5％，建設業は85年73.8兆円で7.4%, 04年118.9兆円で8.2％)。また，運輸通

信公益事業が90年代を通じて徐々に規模を拡大している(85年49.9兆円で5.0%, 95年85.5兆円で6.0

％，04年94.7兆円で6.5%)。近年，機械工業，建設業が大きく低下しているのに対し，運輸通信公

益事業は順調な伸びを示す。調査所得金額では，80年代に高い地位にあったのは機械工業と金融

保険業である(85年，機械工業5.9兆円で19.8%,金融保険業4.1兆円で13.7%)。 90年代に入りバブル

経済が崩壊すると，景気政策に支えられた建設業が機械工業に並んで大きなウエイトを示したが

(95年，機械工業3.9兆円で12.3%,建設業4.0兆円で12.7%), 90年代後半から現在にかけては機械工業，

運輸通信公益事業がきわめて大きい(o4年，機械工業6.0兆円で15.6%,運輸通信公益事業5.4兆円で

14.1%)。 80年代から現在にかけて，もっとも低い経済規模にあるのは不動産業であるが，2000

年以降は建設業もこれに加わる(04年，建設業↓｡8兆円で4.9%,不動産業1.8兆円で4.7％)。

　わが国における産業構造は，90年代を通じて大きく変化した。 80年代の基幹産業は製造業なら

びに建設業であったが，バブル景気後にそれらが伸び悩む一方，運輸通信公益事業が大きな成長

を遂げ，現在は重厚長大型産業と並んで運輸通信公益事業が産業全体においてきわめて重要な位

置付けにある。また，法人数と経済規模との関係をみてみると，わが国においては建設業ならび

に不動産業を営む法人が多いものの経済規模は小さく，一社当たりの活動規模はきわめて小さい。

一方，機械工業ならびに運輸通信公益事業は産業全体に占める経済的ウエイトが高く，一社当た

りの営業活動規模も大きいといえる。
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３。法人税の産業別負担の実態

３－１　法人税の産業別負担配分

業種別税負担の特徴を分析する前に産業別の法人税納付額の動向について簡単に概観してお

　わが国における産業全体の法人税納付額は, 1980年7．5兆円（指数100）から, 1990年17.7兆円

（指数235)へと２倍以上に増加しているものの，その後は減少しており, 2004年は10.1兆円（指

数134)である。このうち主要産業である６業種による納付額は，全体の50～60％を占める（80年

51.2%, 90年60.2%, 04年52.6%)。

　法人税納付額の産業別負担配分については，次のような動向かある。 80年代前半において金額

ならびにウエイトがもっとも高いのは機械工業であり，次いで金融保険業である。 80年代後半は，

両者の順位が入れ替わり，金融保険業が他の業種に比べて圧倒的に高い。また1988年からは，建

設業において著しい増加がみられる（90年の上位３業種は，金融保険業8.2兆円で全体の16.3%,機械

工業2.4兆円で13.7%,建設業1.7兆円で10.2％）。 89－90年改革の後は，機械工業，金融保険業の金

額が大幅に減少しているのに対し，建設業はやや遅れて下降傾向となっている。建設業は減少率

がそれほど大きくはないため，全体に占めるウエイトでみると，機械工業と金融保険業が他の産

業とほぼ同水準になった一方で，建設業のウエイトは上昇し，90年代前半は最上位となった（95

年の上位３業種は，建設業↓｡4兆円で↓3.1％，機械工業1.2兆円で↓↓｡5％，運輸通信公益事業1.0兆円で10.↓

％）。90年代半ば以降は金融保険業，建設業において金額・ウエイトともに大きく落ち込んでい

るのに対し，機械工業と運輸通信公益事業は増大している（oo年，機械工業1.2兆円で12.1%,運輸

通信公益事業1.2兆円でＬに％）。 98－99年改革後は機械工業と運輸通信公益事業がさらに増加傾向

となり，他の産業に比べてきわめて高い地位にある（04年，運輸通信公益事業1.5兆円で15.0％，機械

工業1.3兆円で13.0％）。この四半世紀を通して，金額ならびにウエイトがもっとも低いのは不動産

業であるが，2000年以降はこれに加えて建設業，金融保険業も低位となっている（04年の下位３

業種は，不動産業0.51兆円で5.1%,建設業0.52兆円で5.2%,金融保険業0.58兆円で5.8％）。（図表５，参

照）

　三好（2006）の企業規模別における法人税負担配分の分析では，大法人（巨大法人を含む）によ

る法人税収への貢献がきわめて大きいことを示している。この四半世紀について，大法人の法人

税納付額が総額に占める割合は50％前後で推移し，その中でも巨大法人が約７割を占める。そこ

で, 2004年において法人税額およびウエイトが最上位にあった機械工業ならびに運輸通信公益事

業の大法人についてみると，両産業の法人税額に占める割合は，それぞれ67.0％，80.0％であっ

た。産業全体に対しては8.6%, 11.9%となっている。（図表６，参照）

　2000年以降，わが国における法人税収入は，その約３割を機械工業および運輸通信公益事業か

ら得ており，このうち大法人（巨大法人を含む）が占める納付割合はきわめて大きい。
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（出所）『税務統計から見た法人企業の実態』各年分より筆者作成。

図表６ 産業別の企業規模別に見た法人税納付割合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機械工業　　　　　　　　　　　運輸通信公益事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜　　　うち大法人　　　　　　　　　｜　　　うち大法人
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個別産業におけるウエィト　　↓00.0％ぺ　67.0％ぺ　　52.↓％　　　↓00.0％ぺ　80.0％ぺ　　72.9%

産業全体におけるウエィト　　↓3.0％ぺ　8.6％ぺ　　6.7％　　　15.0％ぺ　↓1.9％ぺ　10.8％

（出所）『税務統計から見た法人企業の実態』平成16年分より筆者作成。
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図表７　基本税率と平均負担率の動向
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３－２　産業別法人税負担の水準
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　13）産業全体について，一社当たりの調査所得金額と一社当たりの法人税額から法人税負担率を算

出すると，次のことが明らかになった（以下，産業全体における法人税負担率を平均負担率という）。

　法人税改革の第１段階である89－90年改革の前後をみると，基本税率（表面税率）は43.3%を

頂点に40％台にあったのが37％へと大きく引き下げられた。これに伴い，産業全体の平均負担率

（以下，単に平均負担率と呼ぶ）は1989年から1992年にかけて37％台から32％台まで低下しか。その

後は基本税率が一定であったにもかかわらず，平均負担率は34％台まで上昇している。第２段階

の98－99年改革では，基本税率が30％へと引き下げられたことにより，改革後の平均負担率は30

％台を切っている。改革前の上昇傾向から一転して，第２段階の改革後は低下し続けており，法

人税改革の第３段階以降も平均負担率は下降傾向にある。 2004年は26.2%となっており，この四

半世紀の中で過去最低である。

　90年代から行われた税率の引き下げ戦略により，法人税の負担水準そのものが低下してきてい

ることが示された。（図表７，参照）

　業種別にみる法人税負担率の動向については，次のことが分かる。第１に，グラフの横軸を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14）「年度」にして業種間格差についてみると，89－90年改革前では2.5～4.0ポイントの幅であった

　　　　　　　　　　　　　　15）が，改革後は４～５ポイント幅となっている。機械工業のみ他の産業に比べて2.5ポイント程度

も負担が低い。機械工業を除く他の業種間での格差は，90年代を通じて２ポイント幅で横ばいで

　16）ある。 98－99年改革後の業種間格差は拡大傾向にあり，2000年で4.5ポイント，2002年5.3ポイン

ト, 2004年6.9ポイントとなっている。また2004年をみると，上位と下位のグループ分けが明瞭

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（290）
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である（上位グループは不動産業，運輸通信公益事業，建設業。下位グループは化学工業，金融保険業，機

械工業）。

　第２に，この25年間でもっとも高い負担率にあったのは，89－90年改革前では不動産業，運輸

通信公益事業であり，改革後はこれに建設業が加わる（不動産業は40％超，運輸通信公益事業は39～

40％程度，建設業は35％前後）。 98－99年改革以降は，不動産業，運輸通信公益事業，建設業の順で

上位となっている（28～29％前後）。

　第３に　もっとも負担が軽い業種は，89－90年改革前では金融保険業，機械工業であったとい

えるが，改革後は金融保険業，機械工業が圧倒的な低位となった。 90年代前半をみると金融保険

業が27％前後，機械工業が30％台にあり，90年代後半は機械工業のみが他に比べてきわめて低く

32％前後となっている。 98－99年改革以降も引き続き機械工業が25％前後でもっとも低い負担率

にあるが，化学工業，金融保険業が大幅に下降したことにより, 2004年は機械工業，金融保険業，

化学工業の３業種が22～24％前後で下位グループを形成している。（図表８，参照）

　第４に，グラフの横軸を「業種」にして税負担率の推移をみてみると，構造変化が明らかに分

かる。 80年代初頭の負担率は業種別においてほぼフラットであったが，80年代後半から90年代に

かけて機械工業，化学工業，製造業全体の負担が相対的に低下し，2001年は不動産業，運輸通信

公益事業，建設業が高く，機械工業，製造業全体がとりわけ低位にある。（図表９，参照）

　第５に平均負担率との乖離については次のようなことがいえる。この四半世紀で平均負担率

よりも低い負担にあるのは，金融保険業と機械工業である。機械工業のみ平均との乖離が下方へ

と開いていく傾向にあり，他の業種においては平均負担率と比べて±2ポイントの幅で推移して

いる。とくに運輸通信公益事業の負担については，平均より約＋2で一定しているといえる。 80

年代後半以降，化学工業は限りなく平均に近い負担率にあったが，2000年以降は平均負担率より

も下回る傾向にある。（図表10，参照）

　90年代より行われてきた法人税改革により，産業全体および個別産業の税負担率は低下してい

る。しかしながら税負担には業種間格差があり，近年それは拡大傾向にある。

　業種間の税負担率に格差が生じるということは，課税所得に対する支払った法人税額の比率が

産業別に異なるということである。これは，税額計算システムにおいて，何らかの要因で法人税

納付額が圧縮されたことを意味する。法人税額は課税ベースに税率を乗じて計算されるが，圧縮

要因となるのは乗じた税率が基本税率より小さいか（すなわち軽減税率が用いられたか），算出され

た法人税額から直接差し引かれる税額控除額が大きいか，のいずれかである。軽減税率とは，資

本金１億円以下の法人のみ，課税所得800万円以下の部分に対して基本税率よりも低い税率を適

用することができるというものであり，業種間における税負担格差の要因との関係性は薄いと考

えられる。したがって本稿では，税額控除の影響についてみていくことにする。

　税額控除にはいくつか種類があるが，主に所得税額控除，外国税額控除，試験研究費の控除等

がある。以下では，税額控除額の約９割を占める外国税額控除と所得税額控除を取り上げる。

　まず，外国税額控除における税負担率への影響をみる。外国税額控除とは，外国にて支払われ

た法人税額が国内にて二重課税になるのを避けるために設けられた制度である。国内では控除さ

れるものの，それは企業活動によって得られた収益に対して課された税である。外国税額控除額

も企業が負担した税であることから，これを業種別に法人税額に上乗せして負担率を算定し直す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(291 )
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図表８　業種別に見た法人税負担率の動向Ｔ
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『税務統計から見た法人企業の実態』各年分より筆者作成。

95年 00年

と，次のような結果が得られた。先に示した法人税額のみの場合と比べて業種間格差は縮小し，

とりわけ法人税改革の第１段階と第２段階の期間は格差がほとんど存在しない。 90年代に著しく

低負担にあった金融保険業および機械工業の負担率が，他の業種と同水準まで引き上げられたか

らである。しかしながら，なお，金融保険業と機械工業はもっとも低い負担率を示している。

2000年以降は，顕著にみられた格差の拡大傾向が確認されない。 2004年に化学工業と機械工業が

極端な低負担にあるものの，他の４業種における負担率は１ポイント未満の差である。外国税額

控除を考慮した法人税負担においては，法人税額のみで見た場合よりも業種間格差は小さいとい

うことができる。（図表仏参照）

　次に所得税額控除の影響についてみていく。所得税額控除額とは，法人が受け取る利子や配

当等について源泉徴収された所得税額を，法人税の前払いとして捉えて法人税額から控除された

金額である。外国税額控除が二重課税の排除のためにあるのと同じく，所得税額控除は法人税と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17）所得税の重複課税を避けることを目的としている。したがってこれもまた，企業の税負担に他な

らない。そこで法人税額に外国税額控除と所得税額控除を加えて業種別税負担率を計算すると，

次のことがいえる。 80年代から90年代にかけて，不動産業と金融保険業の負担がきわめて高く，

その変動は激しい。不動産業に関しては，80年代から90年代前半に圧倒的な高負担を示し，90年

代半ば以降は平均負担率より高い位置にあるものの，他の業種に近い負担水準となっている。金

融保険業の負担率については，90年代以降に他の業種と乖離し始め，2000年以降は大きく突出し

た状態にある。不動産業と金融保険業を除く他の４業種では，この四半世紀，ほぼ同水準となっ

ているが，2000年以降，業種間の格差に拡大傾向がみられる。（図表12，参照）
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95年 00年

　税額控除を考慮した場合の業種間における税負担格差をみると，法人税のみの場合と比べて産

業間格差は縮小した。とりわけ80年代から90年代にかけては中立的であったといえる。しかしな

がら2000年以降は，外国税額控除を考慮すると化学工業と機械工業において低負担が顕著となり，

さらに所得税額控除を加味すると金融保険業の圧倒的な高負担が浮き彫りとなる。法人税制にお

ける税負担について，産業間の中立性に問題が生じてきている。

　３－３　個別産業における企業規模別法人税負担配分

　負担配分についてより詳細に分析するために，個別産業ごとに企業規模別でどの程度の税負担

格差が存在するのかを検証する。

　・機械工業

　機械工業全体では，この四半世紀においてその負担率はもっとも低位にあった。しかしながら

企業規模別にみると，産業全体の平均値よりも低いのは巨大法人となっている。巨大法人におけ

る90年代以降の乖離幅はきわめて大きく，平均負担率に比べて３ポイントから５ポイント超へと

拡大傾向にある。負担率の高低順にほぼ変化はなく，資本金5,000万円以上～１億円未満および

資本金１億円以上～５億円未満の法人の負担が高く，大法人の負担は低い。 89－90年改革以降，

企業規模間格差は開きつつあり，2001年で7.5ポイント差となっている。

　・化学工業

　化学工業については，機械工業と同様に巨大法人の負担のみが産業平均を下回っており，それ

は90年代以降に１ポイント程度増幅している。また負担率の高低順においても，機械工業と同様

の特徴がみられるが，企業規模間の格差は機械工業に比べて小さく，2001年で3.5ポイント差で
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ある。

　・建設業

　建設業の負担率は，全ての企業規模で産業平均を上回っているが，乖離幅が小さいため建設業

全体でみるとそれほど高い負担になっていない。企業規模別で最高負担率にあったのは資本金１

億円以上～５億円未満の法人であり，平均負担率と比べて３ポイント前後の乖離となっている。

これに対して，資本金50億円以上～100億円未満，資本金100億円以上の巨大法人がもっとも低い

負担水準にある。企業規模間格差は，89－90年改革により一旦縮小したものの，90年代を通じて

拡大し，98－99年改革によって解消されている。

　・不動産業

　不動産業における企業規模別負担の動向は激しく，順位の入れ替わりも目まぐるしい。法人税

改革第１段階の前後をみると，資本金5,000万円以上～１億円未満，資本金１億円以上～５億円

未満，資本金10億円以上～50億円未満の法人の負担変化か大きいことが分かる。これに対して，

資本金50億円以上～100億円未満，資本金100億円以上の巨大法人の負担率推移に，大きな変動は

みられない。 90年代後半は資本金5,000万円以上～１億円未満，資本金１億円以上～５億円未満

の法人の負担が増大した一方，大法人の負担は若干軽減している。 90年代を通じて企業規模間の

格差は縮小しており，改革の第２段階でより一層縮まっている。 2001年は1.1ポイント差である。

　・運輸通信公益事業

　運輸通信公益事業の税負担は，この25年間，他の業種と比べて高い水準にあった。企業規模別

にみても，全ての階級で平均負担率を上回っている。 80年代から90年代にかけてとりわけ資本金

１億円以上～５億円未満の法人が，平均との差３ポイント前後でもっとも高い負担率を示してい

る。 98－99年改革以降，資本金5,000万円以上～１億円未満，資本金１億円以上～５億円未満の

法人の負担が大きく低下したため，大法人の負担の方が高い状態にある。企業規模別格差が全業

種の中でもっとも小さく，2001年で1.0ポイント差となっている。 2000年以降は，全体的に平均

負担率へと近づく傾向にある。

　・金融保険業

　金融保険業は産業全体でみるともっとも低い負担率にあったものの，企業規模別でみると巨大

法人以外は平均負担率を最大２ポイント前後の幅で上回っている。 89－90年改革前後で資本金

5,000万円以上～１億円未満の法人においてもきわめて低い負担となっていることから，90年代

前半の金融保険業全体における税負担率の異常値は，これと巨大法人によるものであると考えら

れる。（図表↓3，図表仏参照）

　企業規模別の税負担格差は産業ごとに異なるが，その程度の違いは２つのグループに大別でき

る。規模別格差が比較的大きいのは機械工業，金融保険業，化学工業においてであり，建設業，

不動産業，運輸通信公益事業ではきわめて小さいといえる（o1年，機械工業7.5ポイント，金融保険

業3.8ポイント，化学工業3.5ポイント，建設業1.2ポイント，不動産業1.1ポイント，運輸通信公益事業1.0

ポインド。また，90年代を通して，機械工業，化学工業，建設業が一定の格差幅を維持し続けて

いるのに対し，不動産業，運輸通信公益事業，金融保険業では縮小傾向を示している。格差構造

については，機械工業，化学工業，建設業では大法人の負担が低く，中小法人の負担が高いとい

った特徴があるが，不動産業，運輸通信公益事業では大法人の方が中小法人に比べて若干高い負

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（296）



機械工業

わが国に おける産業別法人税負担の分析（三好）

図表13　個別産業1
/ 〃

心 おける企業規模別法人税負担率
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　　　　5,000万円以上～　　１億円以上～　　　　　　　　　　　　　　　
大　　　　法　　　　人

区分　　　　１億円未満　　　　５億円未満　　　　　　　　　　　 10億円以上～　　　50億円以上～　　　100億円以上～　　
旱牡昌

　　　　　　　　　一一一一一一一一一一一一　　　　　　　　一一一一一一一一一一一一　　　　　　　　一一一一一一一一一一一一　　　　　　　　一一一一一一一一一一一一　　　　　　　　一一一一一一一一一一一一　　　　　　　　一一一一一一一一一一一一

　　　　負担率　卜乖離幅　負担率　づ花離幅　負担率　づ花離幅　負担率　づ花離幅　負担率　卜乖離幅　負担率　づ花離幅

　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　　　　　　ｌ

　　　　　　（％∩　　　　　　（％ド　　　　　　（％∩　　　　　　（％ド　　　　　　（％∩　　　　　　（％∩　　　　　　（％）

80年　　37.2:　3.4　　37.8:　4.0　　34.5:　0.7　　35.3 :　L5　　34.2:　0.4　　34.2:　0.4　　　35.0

　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

82年　　　37jド　　2.9　　　38.9　1　　4.2　　　34.5 i　－0.2　　　37.2 1　　2.5　　　35.9 1　　1.2　　　33.3 1　－1.4　　　　35.4

　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

88年　　　39.2 1　　2.2　　　39.8 1　　2.8　　　34.7 1　-2.3　　　37jド　　0.5　　　36」∧　－0.9　　　34.］∧　－2.9　　　　35.8

　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

91年　　　35.4 1　　2.9　　　36」∧　　3.6　　　29.9 1　-2.6　　　34.4 i　　L9　　　33」∧　　0.6　　　29.0 1　－3.5　　　　31.5

　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

98年　　　36.3 1　　2.0　　　36ズ∩　　2.0　　　31.0 1　－3.3　　　33.Eド　ー0.8　　　34.4 1　　0.1　　　30.3
:　－4.0　　　　31.9

　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

01年　　　29.8 1　　2.3　　　29jド　　2j　　　23.4 i　－4ごL　　　27.8 1　　0.3　　　25.9 1　－1.6　　　22.3 1　－5.2　　　　24.8

　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　1

化学工業

　　　　5,000万円以上～　　１億円以上～　　　　　　　　　　　　　　　
大　　　　法　　　　人

区分　　　　１億円未満　　　　５億円未満　　　　　　　　　　　TO億円以上 ～　　　50億円以上～　　　T00億円以上～　　
且講皐

　　　　　　　　　一一一一一一一一一一一一　　　　　　　　一一一一一一一一一一一一　　　　　　　　一一一一一一一一一一一一　　　　　　　　一一一一一一一一一一一一　　　　　　　　一一一一一一一一一一一一　　　　　　　　一一一一一一一一一一一一

　　　　負担率　卜面離幅　負担率　し花離幅　負担率　ﾚ面離幅　負担率　卜花離幅　負担率　づ面離幅　負担率　づ花離幅

　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　　　　　　ｌ

　　　　　　（％ド　　　　　　（％口　　　　　　（％口　　　　　　（％ド　　　　　　（％∩　　　　　　（％∩　　　　　　（％）

80年　　　38.1 :　　4.3　　　37.8 :　　4.0　　　35.0 1　　L2　　　36.8 :　　3.0　　　35.3 :　　1.5　　　33.7 1　－0.T　　　　35.5

　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

82年　　　38.8:　　4.1　　　39.1　:　　4.4　　　35.4:　　0.7　　　36.9:　　2.2　　　35.4:　　0.7　　　34.5 :　－0.2　　　　36.4

　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

88年　　　37.］∧　　0.1　　　39.2 1　　2.2　　　36.9 i　－OごL　　　38j∧　　L 1　　　37.4 1　　0.4　　　36.（∩　－0.4　　　　37.3

　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

91年　　　36.4 1　　3.9　　　35.7　1　　3.2　　　3L9 1　－0.6　　　34.2 1　　L7　　　33.）∧　　0.6　　　31.4 1　－1.1　　　　32.9

　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

98年　　　36.9
1　　2.6　　　37ズ∩　　3.0　　　33.3 1　－1.0　　　36ごレ　　1.8　　　35.7

:　　1.4　　　32.（∩　-1.7　　　　34.1

　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

01年　　　29.9 1　　2.4　　　29.4　1　　L9　　　27.0 1　－0.5　　　29.3 1　　L8　　　28.（ド　　1.1　　　26.4 1　－1.1　　　　27.6

　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　1

建設業

　　　5,000万円以上～　　１億円以上～　　　　　　　　　　　　　　　　

大　　　　法　　　　人

区分　　　　１億円未満　　　　５億円未満　　　　　　　　　　　10億円以上～　　　50億円以上～　　　100億円以上～　　願脂
率

　　　　　　　一一一一一一一一一一一一　　　　　　　　一-一一一一一一一一一一　　　　　　　　-----一一--一一一　　　　　　　　一一一一一一一一一一一一　　　　　　　　一一一一一一一一一一一一　　　　　　　　--一一--一一一一一一

　　　負担率　卜乖離幅　負担率　づ花離幅　負担率　づ花離幅　負担率　）進幅　負担率　卜乖離幅　負担率　づ花離幅

　　　　（％∩　　　　（％川　　　　（％リ　　　　（％リ　　　　（％リ　　　　（％リ　　　　　（％）

80年　　36.3:　2.5　　36.3:　2.5　　34.8 :　L0　　35.9:　2.1　　34.2:　0.4　　34.1:　0.3　　33.8

　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

82年　　37.3:　2.6　　37.7:　3.0　　36.5 :　L8　　37.5:　2.8　　35.7:　1.0　　36.2:　1.5　　　35.4

　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

88年　　39.2:　2.2　　39.7:　2.7　　38.0 :　L0　　38.7 :　L7　　38.4:　1.4　　37.4:　0.4　　37.5

　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

91年　　35.2:　2.7　　35.6:　3.1　　34.7:　2.2　　35.1:　2.6　　34.8:　2.3　　34.6:　2.1　　　34.5

　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

98年　　36.5:　2.2　　37.6:　3.3　　35.7 :　L4　　36.7:　2.4　　36.2:　1.9　　35.0:　0.7　　　35.1

　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

01年　　29jリ　2.1　　30」∧　2.6　　29 2 1　L7　　29.7 :　2.2　　29.0 :　1.5　　28.9 :　1.4　　28.6

不動産業

　　　5,000万円以上～　　１億円以上～　　　　　　　　　　　　　　　大　　　　法　　　　人

区分　　　　１億円未満　　　　５億円未満　　　　　　　　　　　10億円以上～　　　50億円以上～　　　100億円以上～　　隷皿皐

　　　　　　　　一一一一一-------　　　　　　　　一一一一一一一一一一一一　　　　　　　　----------一一　　　　　　　　一一一---一一--一一　　　　　　　　一一一一一一一一一---　　　　　　　　---一一-一一一一一一

　　　負担率　卜面離幅　負担率　し花離幅　負担率　卜面離幅　負担率　卜花離幅　負担率　し面離幅　負担率　づ花離幅

　　　　　（％リ　　　　（％リ　　　　（％∩　　　　（％∩　　　　（％リ　　　　（％リ　　　　　（％）

80年　　　38.7:　　4.9　　　36.3　:　　2.5　　　31.3 :　－2.5　　　30.5 :　－3.3　　　31.3 :　－2.5　　　32.1　:　-1.7　　　　36.3

　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

82年　　　33.5 :　-1.2　　　34.5　:　－0.2　　　33.2 :　－L5　　　31.5 :　-3.2　　　35.0:　　0.3　　　35.1　:　　0.4　　　　35.0

　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

88年　　　47ごレ　10.1　　　41.9　:　　4.9　　　32.3 :　-4.7　　　42.5:　　5.5　　　40.3:　　3.3　　　39.3:　　2.3　　　　42.6

　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

91年　　　33.3:　　0.8　　　33.0:　　0.5　　　34.4:　　1.9　　　3じレ　-1.4　　　35.0:　　2.5　　　36.0:　　3.5　　　　35.0

　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

98年　　37バレ　2.8　　36.5:　2.2　　3じレ　L8　　36.2:　L9　　36ごレ　1.8　　35.6:　T.3　　35.5

　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

01年　　29.3 ;　1.8　　30jリ　2.8　　29.8 :　2.3　　29jリ　2.0　　30.4 1　2.9　　30.］り　2.6　　29 0
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運愉通信公益事業

立命館経済学（第56巻・第２号）

区分　

5,000言群（と脳　１億円ｻ拡

未満　　　　　　　　　　1唯

宍

Jュ上～　

法　

50億円

ﾑ1

上～　　100億円以上～　　
背節公

　　　　　　　．--………-　　　　　．--………-　　　　　．--………-　　　　　．--………･　　　　　．--………-　　　　　．‥………一　平均報日率
　　　負担率　卜面離幅　負担率　卜花離幅　負担率　し面離幅　負担率　し花離幅　負担率　卜花離幅　負担率　卜花離幅　　　’｀‾

　　　　（％∩　　　　　　（％リ　　　　　　（％リ　　　　　　（％ド　　　　　　（％ド　　　　　　（％リ　　　　　　（％）

80年　　　36.3:　　2.5　　　37.2:　　3.4　　　32.6 :　-1.2　　　36.］パ　　2.3　　　34.9:　　1.1　　　29.1　:　-4.7　　　　34.3
　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

82年　　36.6 :　L9　　38.6:　3.9　　36.4:　1.7　　37.3:　2.6　　35.9 :　L2　　36.3 :　L6　　　36.5
　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

88年　　39.7:　2.7　　39.9:　2.9　　38.7:　1.7　　38.4 :　L4　　38.0:　1.0　　38.8:　1.8　　　38.7
　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

91年　　33.3:　0.8　　35.3:　2.8　　34.6:　2.1　　34.8:　2.3　　33.9:　1.4　　34.6:　2.1　　　34.4
　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

98年　　36.3:　2.0　　36.4:　2.1　　36.2:　1.9　　36.6:　2.3　　36.2:　L9　　36ごレ　L8　　36.0
　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

01年　　28.1帽　0.7　　28.3 '　0.8　　28.7 1　1.2　　28.4 :　0.9　　29 2 1　1.7　　28.7 ;　1.2　　28.6

金融保険業

　　　　5,000万円以上～　　１億円以上～　　　　　　　　　　　　　　　　大　　　　法　　　　人

区分　　　　１億円未満　　　　５億円未満　　　　　　　　　　　］.0億円以上～　　　50億円以上～　　　100億円以上～　　錫雛歎

　　　　　　　　　------------　　　　　　　　------------　　　　　　　　------------　　　　　　　　------------　　　　　　　　------------　　　　　　　　------------
　　　　負担率　）雛幅　負担率　ド溶離幅　負担率　）瀧幅　負担率　）雛幅　負担率　言に離幅　負担率　ド溶離幅

　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　　　　　　ｌ　　　　　　　　　　　　　　ｌ

　　　　　　（％ド　　　　（％リ　　　　（％リ　　　　（％∩　　　　（％∩　　　　（％リ　　　　　（％）

80年　　　35.5　:　　1.7　　　35.2　:　　L4　　　30.8 :　－3.0　　　35.3　:　　L5　　　35.5　:　　1.7　　　29.0　:　-4.8　　　　31.6

　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

82年　　　36.8 1　　2ごL　　　36」∧　　L4　　　32.0 1　－2.7　　　36.0 1　　L3　　　36.8 1　　2ユ　　　30.7 1　-4.0　　　　32.6

　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

88年　　　34. (ド　ー2.4　　　38.3 1　　1.3　　　36.1∠　－0.9　　　38.］∧　　1.1　　　36.（∩　－0.4　　　35.9 1　-1.1　　　　36.2
　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

9T年　　　28.0 1　-4.5　　　3L8 1　－0.7　　　26.5 i　－6.0　　　33.3 1　　0.8　　　34j∧　　L 6　　　28. 2 1　-4.3　　　　29.0
　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

98年　　　36.2 1　　1.9　　　35.9 i　　L6　　　33」∧　－1.2　　　35.0 1　　0.7　　　35jノ　　1.2　　　32.8 1　－1.5　　　　33.6
　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1　　　　　　　　　1

01年　　　28.3 1　　0.8　　　29.4 1　　1.9　　　26.4 1　-1.1　　　29.7 1　　2.2　　　29.2 1　　1.7　　　25.9 1　－1.6　　　　26.8
　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　1

（注）乖離幅とは，全産業の平均負担率との乖離をさす。各年の平均負担率については，図表７を参照。

（出所）『税務統計から見た法人企業の実態』各年分より筆者作成。

担率にある。

　産業ごとの企業規模間における負担の公平性は，産業全体でみた場合と同様に確保されてい

るとはいい難い。このことは，この四半世紀に一貫して生じている問題である。

　３－４　法人税の負担配分と産業構造

　これまで明らかにした法人税負担の産業別配分および各産業の企業規模別配分の特徴から，次

の２つのことがいえる。

　１っは，産業構造の変化との関係である。産業構造の変化は，法人数や営業収入金額，調査所

得金額の各産業のウエイトからうかがえたように，法人税額の割合や負担率の動向からも読み取

ることができる。

　80年代までは，重厚長大型の産業が経済の中心であった。それは，建設業における圧倒的な法

人数やその飛躍的な伸び率，建設業，機械工業の営業収入金額が総額に占める割合の高さに示さ

れる。法人税制はこのような産業に対して，高収益に高税率を課す一方，大規模設備における減

価償却費や様々な引当金を損金として認めることで，税負担を緩和した。この間の建設業と機械

工業の法人税負担配分をみると，上位を推移しているものの，営業収入金額の圧倒的な占有率に

比べて他の業種との差異はそれほど大きくはない。すなわちわが国の法人税制は，課税ベースの

圧縮により産業間の負担格差を調整してきたのである。
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図表14　個別産業の企業規模別法人税負担率における平均負担率との乖離幅
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　しかし90年代を通して全ての産業にハイテクノロジー化が進み，近年は産業の中心そのものが

軽薄短小なハイテク産業へと移行している。これまでの課税ベースではハイテク産業に認められ

る損金枠が小さく高収益に高税率が課せられるため，重化学工業などの重厚長大型の産業に比べ

てハイテクノロジーが多く取り入れられている産業の税負担は重くなる。 90年代後半以降をみる

と，製造業と建設業の法人税納付額およびそのウエイトが低下している一方，運輸通信公益事業

のウエイトが上昇しており，機械工業と並んで最上位に位置している。これまでのわが国法人税

収入は機械工業を中心に支えられてきたといえたが，近年はこれに加えて運輸通信公益事業が果

たす役割がきわめて大きい。これらの産業はメガ・コンペティションの中にあり，国際競争力に

打ち勝つ強さが企業経営に求められる。租税はこれのｍ害要因になってはならない。このため，

90年代を通じて税率引き下げと課税ベースの拡大が行われてきた。

　もう１っは，産業別負担配分ならびに産業ごとの企業規模別負担配分についての評価である。

６つの主要産業間の法人税負担は，外見上負担率に格差があるものの，外国税額，所得税額の両

控除を考慮すると，その差異は大幅に縮小する。とはいえ，90年代までは産業間での負担の中立

性が確保されていたが，2000年以降は格差の違いが目立ち始めており，これは無視できない問題

である。他方で，法人税改革の以前，以後で，機械工業，化学工業，金融保険業の巨大法人にお

ける負担がきわめて低位にあり，企業規模回の公平性が法人税改革によって改善されていない。

一方，６産業において資本金5,000万円以上～１億円未満，資本金１億円以上～５億円未満の法

人の負担が相対的に高いことが確認された。さらに企業規模別負担格差の程度には，産業間で大

きな差がある。機械工業，金融保険業，化学工業における企業規模間格差は大きいのに対し，建

設業，不動産業，運輸通信公益事業についてきわめて小さい。今後の法人税改革は，産業間格差

の拡大を解消して中立性を確保するとともに，企業規模間における負担の公平性を改善していく

必要がある。

おわりに

　80年代末から十余年にわたる改編を通じて，わが国法人税の構造と負担のありようは，根本的

に変化した。本稿では，日本経済において支配的地位にある主要６産業について，法人税の負担

水準および負担配分の動向を分析し，以下の点を明らかにした。

　第１に，この四半世紀における産業別の法人税負担配分は，次の特徴を持つ。機械工業は一貫

して上位にあるとともに，2000年以降は運輸通信公益事業がその地位を高め，両者で全納付額の

約３割を占める(04年，機械工業13.0％，運輸通信公益事業15.0％)。また，この両産業における資本

金10億円以上の大法人の納付割合はきわめて大きく，それぞれ67.0％，80.0％に及ぶ。産業別法

人税負担配分の動向には，産業構造の変化すなわち重化学工業のウエイトの低下，全産業での八

イテクノロジー化の進行とハイテク産業の高成長が反映されている。

　第２に，６業種の法人税負担は大きく低下し，産業間には顕著な格差がある。 90年代を通じた

大幅な税率引き下げにより，産業全体と同様，６業種においても負担水準は約10％低下した。こ

れは，グローバリゼーション下におけるメガ・コンペティションとそれに伴う租税競争に対応す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(300)
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るためである。産業間の税負担格差は，80年代から90年代にかけて４～５ポイント程度であった

が，98－99年の法人税改革以降は拡大傾向にある（00年4.5ポイント，02年5.3ポイント，04年6.9ポイ

ント）。また1980年から2004年までの25年間に，負担率が相対的に高いのは不動産業，運輸通信

公益事業，建設業であり，機械工業と金融保険業はきわめて低いといえる。しかし外国税額控除

と所得税額控除を納付額に加えた場合，産業別の税負担格差は，法人税のみの場合と比べて大幅

に縮小する。それは，機械工業における大法人のほとんどが多国籍企業であるために外国税額お

よび金融保険業において有価証券取引に係る所得税額が大きいことによる。この意味で，法人税

制は産業間においてかなり中立的である。これに対して，近年における税負担格差の拡大傾向は，

業種間の中立性が損なわれつつあることを示す。

　第３に，個別産業内の企業規模別税負担には大きな格差がある。前稿で産業全体について法人

税負担の格差構造を明らかにしたが，６つの個別産業分析の結果，いずれにおいても資本金100

億円以上の巨大法人の負担率が低いことが確認される。とりわけ法人税改革の以前，以後とも，

機械工業，化学工業，金融保険業における巨大法人の負担は，きわめて低位にある。一方，６産

業ともこの期間を通じて，資本金5,000万円以上～１億円未満，資本金１億円以上～５億円未満

の法人の負担が相対的に高い。格差の程度は業種ごとに差異があるが，機械工業，化学工業，金

融保険業が3.5～7.5ポイントと大きいのに対し，建設業，不動産業，運輸通信公益事業は１ポイ

ント前後である。

　以上の分析結果は，３次にわたる法人税改革が法人全体ならびに個別産業における負担水準を

引き下げるとともに大法人と中小法人との負担格差は存続させたことを示している。法人税制

は産業構造の変化に対応してきたといえるが，企業規模間における公平性には課題を残す。この

ことは，巨大法人に対する若干の割増税率，および中小法人や零細法人への軽減税率を拡充する

可能性があることを示唆する。それがどの程度であるかは，今後，企業会計を含む企業システム

との関わりにおいて分析していく必要がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

↓）拙稿「わが国の法人税改革と税負担の動向」『立命館経済学』，第55巻第４号（2006年11月）を参照。

2）税制調査会『法人課税小委員会報告』第１章一の2, 1996年11月

3）戸谷裕之『日本型企業課税の分析と改革』中央経済社, 1994年，57頁

4) 1980年と1983年をさす。

5）戸谷(1994), 59―60頁

6）林田吉恵「わが国法人税負担の産業別・企業別分析一日経財務データを用いたケース・スタディ

　ー」『関西学院経済学研究』第35号，2004年，80頁

7）林田(2004), 84頁

8）林田（2004），84頁

9）『税務統計から見た法人企業の実態』における業種分類は，「日本標準産業分類」（総務省）を基に，

　17分類されている。農林水産業，鉱業，建設業，繊維工業，化学工業，鉄鋼金属工業，機械工業，食

　料品製造業，出版印刷業，その他の製造業，卸売業，小売業，料理飲食旅館業，金融保険業，不動産

　業，運輸通信公益事業，サービス業である。また，これに企業組合，相互会社および医療法人をその

　他の法人として，合わせて18分類されている。

10）『税務統計から見た法人企業の実態』（国税庁）における法人数とは，休眠会社を除いた活動会社す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3肘）
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　　　なわち納税申告会社の数を示している。本稿では，この数値を法人数として用いる。

　11）利益計上法人において益金処分された法人税額をさす。よって，法人税収入の総額と異なることに

　　留意する必要がある。

　12）三好（2006）の分析における法人税額とは，本稿と同様に，利益計上法人において益金処分された

　　法人税額をさしている。

　13）法人税負担率の算出式は，次の通りである。

　　　法人税負担率＝（一社当たりの調査所得金額÷一社当たりの法人税額）×100

　14）80年代後半の不動産業における負担率の高さは，バブル景気に大きく影響された結果と考えられる。

　　　この間の所得水準および法人税納付額の高さは極めて例外的な現象であり，負担率が高いのは事実で

　　　はあるものの，本稿においては税制改革の影響を検証することを目的としているため，この値は捨象

　　　する。

　15）90年代前半における金融保険業が最も低率にあるのは，税制改革の効果よりもバブル崩壊の影響の

　　方が大きいと考えられるため，この間の格差の検証においては異常値として取り扱い，捨象している。

　16）90年代後半における金融保険業の負担率は，他の産業と同水準となり，極端な乖離はみられない。

　　そのため検証対象とみなして差し支えないと考える。

　17）外国税額控除ならびに所得税額控除についての叙述は，中村利雄，岡田至康共著『法人税法要論

　　（平成18年度版）』（税務研究会出版局，2006年）を参考にした。
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